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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 
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１－１施策の名称

１－２担当

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　環境基本計画による施策達成率

基本成果指標名

　地球環境問題に対する関心が高まり、地球環境にやさしい生活を実践する市民を増やす。

市民部

前期（平成１８年度～平成２２年度）

環境課長　加藤
慎

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　生活環境「安全・安心で、うるおいのあるまちづくり」

　環境保全

50

達成率(％)
　施策全般の充実状況を表す指標

担当課評価

目標値（単位）

総合評価

達成率(％)実績値（単位）

評価票作成者

平成２７年度評価
（全期間の成果）

Ａ

全期間（平成２３年度～平成２７年度）

平成２２年度評価
（前期の成果）

７０（％）

Ａ

 地球温暖化防止に対し、市としての環境施策を再考する必要がある。

５０（％）

１―１―１

環境課

施策評価票番号 1

基本施策コード総合的な環境施策の推進

今後の環境変化を踏まえた課題認識

 環境基本計画の進捗状況を環境審議会に報告した。

施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 ＣＯＰ１０開催にむけさまざまな催しも行われることで環
境問題への関心が高まりつつある。

 地球温暖化防止に対し、市としての環境施策を再考する時期に来て
いる。

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方

 地球温暖化防止のための施策が求められた。

 環境基本計画を重視し、率先実行計画を立案した。  ５年に一度の中間見直しを実行し、次期５年間の短期目標を立案し
た。

 ＣＯＰ１０開催決定により、環境問題への関心が高まりつ
つある。

 環境基本計画の短期目標の実現のための施策の立案が急務である。

評価の内容

 環境基本計画を中心として地球温暖化防止施策を実行した。

 環境基本計画の進捗状況の各課ヒアリングを行い、単年度の状況を
わかりやすくまとめることができた。

〃

 環境審議会を開催し、環境基本計画の中間見直しを実施した。

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ 2,935,997(kg-CO2) Ａ 2 Ａ

2 Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ 84.6(％) Ａ 1 Ａ

3 Ａ 4 Ａ Ａ 4 Ａ ６（回） Ａ 4 Ａ

4 Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ ６（回） Ａ 3 Ａ

5 Ａ 6 Ａ Ａ 6 Ａ １１（事業所） Ａ 6 Ａ

6 Ａ 5 Ａ Ａ 5 Ａ 31(件) Ａ 5 Ａ

7 Ｂ 7 Ｂ Ｄ 7 Ｂ ― ― ― ―

8

9
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11

12
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15

施策を構成する事務事業の評価情報 　平成２０年度

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位) 実績値

環境基本計画の推進事業 環境基本計画による施策達成率　70(％) 84.6(％)

庁内等環境保全率先実行計画推進事業
（主要事業）

温室効果ガス総排出量　　　　  2,540,177(kg-co2)
　2,852,496（kg-

CO2)

省エネ・省資源の推進事業 広報等によるＰＲと省エネ性能カタログの配布　６(回) １４(回)

環境マネジメントシステム推進事業 ＩＳＯ１４００１等取得事業所数　20（事業所） １１　　(事業所)

地球温暖化防止啓発事業 地球温暖化防止啓発回数　年8(回) ６(回)

環境情報発信事業 環境情報の提供件数　48（件） 30(件)

0市民協働活動推進事業（主要事業） 環境フェア参加者数　8,000（人） １,000　　(人)

　平成２1年度

実績値

2,784,980(kg-CO2)

84.6(％)

１４(回)

６(回)

１１　　(事業所)

　平成２２年度

30(件)


